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目的　現在，身体・療育手帳の所持者数は，標本調査の結果から「推計」されている。平成28年の
身体障害者手帳所持者数の推計値は436万人，交付台帳登載数（発行数）は515万人であり，後
者が約80万人多い。交付台帳は発行者が管理しており，登載情報は死亡等により手帳が返還さ
れた場合に台帳から削除される。未返還により死亡が交付台帳に反映しきれないことが，所持
者数の推計値と交付台帳登載数との乖離の原因となっている。もし動態情報を管理している市
区町村において手帳交付情報との照合作業が行われていれば，推計に頼らずとも手帳所持数が
得られることになる。そこで本研究では，将来的な障害保健福祉データベース構築のための基
礎的な情報収集の一環として，手帳発行数と所持者数に違いが生じる背景要因を明らかにする
ために，市区町村における障害者手帳の交付および所持に関する情報等の管理運用に関する現
況調査を行った。

方法　全国1,741市区町村の障害福祉担当部門に調査票を郵送配付した。質問内容は，①障害者手
帳交付情報の主な管理方法，②死亡や転出等動態情報との照合状況，③他の制度とのデータ連
携状況とした。

結果　1,445市区町村（83.0％）から有効回答を得た。管理方法は，①専用システムを導入し，住
民基本台帳システムにおける死亡や転出の情報が自動的に反映される，②都道府県から紙媒体
で市区町村に送られた決定内容や住民基本台帳システムの情報を手動で入力する，③動態を全
く確認していない，の 3つのパターンがあった。方法は一様ではないものの，有効回答のうち，
98％は電子媒体で交付情報等を管理し，96％は動態情報と照合していた。動態把握は，手当等
の適切な給付のためにも不可欠である旨が自由記述に記載されていた。なお 3障害で管理方法
や専用システム導入率に大きな差はなかった。

結論　本研究では，市区町村を対象に調査した。回答した市区町村の 9割以上において交付情報と
動態情報を照合していることから，管理運用上の課題を解決することにより，正確な所持者数
の捕捉が可能であることが示唆された。一方で都道府県においては，返還届が進達されない限
り，障害者手帳交付台帳に動態情報を反映することが制度上困難である。全国的には都道府県
と市区町村との情報共有方法も一様でないことが推察されることから，都道府県における交付
台帳の管理運用に関する調査も今後必要と考えられる。

キーワード　障害者手帳，障害者数，交付台帳，市区町村，人口動態，情報管理
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障害者手帳所持者数は，なぜ「推計」値か
－障害者手帳の交付および所持に関する情報等の管理運用の現況－
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Ⅰ　緒　　　言

　全国に障害者手帳所持者は何人いるのか。障
害者手帳は，原則的に都道府県・指定都市・中
核市が発行しているので，発行数（手帳交付台
帳登載数）を積算すれば所持者の実数が得られ
るはずである。しかしながら現在，身体障害者
手帳と療育手帳の所持者数については「生活の
しづらさなどに関する調査」（全国在宅障害
児・者等実態調査）１）および「社会福祉施設等
調査」2）の 2 つの標本調査の結果を合算して「推
計」されている3）。一方，発行数は毎年度末の
福祉行政報告例において，発行者から国へ報告
されている。具体的な数字を比べると，身体障
害者手帳の場合，平成28年の所持者数の推計値
が436万人であるのに対し，交付台帳登載数は
515万人であり，後者の方が約80万人多い3）。交
付台帳は発行者（都道府県・指定都市・中核
市）が管理しており，登載されている情報は，
交付を受けた本人が障害を有しなくなったとき
または死亡により，手帳が返還された場合に交
付台帳から削除される。逆にいえば，手帳が返
還されない限り交付台帳に残ることになる。死
亡・転出等の動態情報は，各発行者において必
ずしも交付台帳に反映しきれず，身体障害者手
帳制度が導入されて以来70年が経過した現在，
所持者数の推計値と交付台帳上の数との差が累
積80万人となっている。
　一方で，死亡・転出等の動態情報は市区町村
が管理しており，もし市区町村において手帳交
付情報と動態情報の照合作業が行われていれば，
推計に頼らずとも手帳所持者の実数が得られる

ことになる。しかしながら市区町村においてそ
れらの情報をどのように管理しているのか，照
合作業は可能であるかについて，全国的な状況
は明らかでない。そこで本研究では，将来的な
障害保健福祉データベース構築4）のための基礎
的な情報収集の一環として，手帳発行数と所持
者数に違いが生じる背景要因を明らかにするた
めに，市区町村における障害者手帳の交付およ
び所持に関する情報等の管理運用に関する現況
調査を行った。

Ⅱ　方　　　法

　全国1,741市区町村の障害福祉担当部門に調
査票を郵送配付した。質問内容は，①障害者手
帳（身体・療育・精神）交付情報の主な管理方
法，②死亡や転出等動態情報との照合状況，③
他の制度とのデータ連携状況とした。なお手帳
交付台帳は発行者が管理しており，発行者でな
い市区町村においては，新規の交付状況につい
て都道府県から受け取った情報を各自で管理し
ている。以下，市区町村が管理している情報を
交付台帳と区別するために「交付情報」と表記
する。
　本研究は，市区町村を対象とした行政事務に
関する個人情報を取り扱わない調査であること
から，人を対象とする医学研究以外の研究に該
当するため，倫理審査を必要としない。

Ⅲ　結　　　果

　調査票は，1,445市区町村（83.0％）から有
効回答を得た。

（ 1）　障害者手帳交付情報の主な管理方法
　身体障害者手帳の交付情報については，回答
者の84.8％が専用システムを導入，13.4％がパ
ソコンで管理，1.7％が紙媒体のみで管理して
いた（図 1）。同じく療育手帳では，84.1％が
専用システムを導入，13.9％がパソコンで管理，
1.8％が紙媒体のみ，精神障害者保健福祉手帳
では，77.6％が専用システムを導入，19.1％が

図 1　障害者手帳交付情報の主な管理方法（ｎ＝1,445）
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パソコンで管理，2.7％が紙媒体のみで管理し
ていた。
　管理方法を行政区分別にみると，市では専用
システム（97.4％），パソコン（2.4％），区
（特別区）では専用システム（100.0％），町で
は専用システム（77.4％），パソコン（20.2％），
村では専用システム（49.6％），パソコン
（41.5％），紙（8.1％）であった（表 1）。

（ 2）　死亡・転出等動態情報との照合状況
　死亡や転出等の動態情報は，住民基本台帳で
管理されている。交付情報の管理に専用システ
ムを導入している場合，90％以上が住民基本台
帳システムと連携があり，80％以上が統計機能
を有していた（表 2）。
　なお専用システムの導入は，2005年頃から増
えはじめ，2010年から急増していた（図 ２）。
　障害者手帳交付情報と死亡や転出等の動態情
報との照合状況については，身体障害者手帳で
は，自動的に更新される（27.5％），手動で更
新する（49.0％），自動と手動併用（自動的に
送られる動態情報を確認してから反映させる）
（19.6％），自動でも手動でも行っていない

（2.9％）であった（図 3）。同じく療育手帳で
は，自動的に更新される（27.2％），手動で更
新する（48.3％），自動と手動併用（19.9％），
自動でも手動でも行っていない（3.3％），精神
障害者保健福祉手帳では，自動的に更新される
（25.8％），手動で更新する（47.9％），自動と
手動併用（16.5％），自動でも手動でも行って
いない（7.8％）であった。

（ 3）　専用システムを導入している場合の他の
制度とのデータ連携状況

　自立支援給付に関連した情報が最も多く，次
いで障害支援区分，地域生活支援事業の順で

表 1　�行政区分別の管理方法（身体障害者手帳交付情報）�
（ｎ＝1,445）

（単位　％）

合計 専用
システム パソコン 紙 管理して

いない

合計（1,445） 100.0 84.8 13.4 1.7 0.1
　市（696） 100.0 97.4 2.4 0.1 0.0
　区（20） 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0
　町（594） 100.0 77.4 20.2 2.2 0.2
　村（135） 100.0 49.6 41.5 8.1 0.7

表 2　�専用システムを導入している場合の住民基本台帳システ
ムとの連携および統計機能の有無（ｎ＝1,225）

（単位　％）
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図 2　専用システムを導入した時期（累計）（ｎ＝1,225）
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あった。上記の他に挙げられたものとして，課
税，生活保護，児童福祉，割引，市町村単独事
業等の情報があった（図 4）。動態把握は，手
当等の適切な給付のためにも不可欠である旨が
自由記述に記載されていた。

Ⅳ　考　　　察

　本研究では，市区町村における障害者手帳交
付・所持に関する情報等の管理運用方法および
動態情報との照合状況について調査した。以下
に現況と課題を示す。

（ 1）　現況
　障害者手帳交付・所持情報と動態情報との照
合については，①専用システムを導入し，住民
基本台帳システムにおける死亡や転出の情報が
自動的に反映されている，②都道府県から紙媒
体で市区町村に送られた決定内容や住民基本台
帳システムの情報を手動で入力している，③動
態を全く確認していない，の 3つのパターンが
あることがわかった。管理方法は，行政区分上
人口の多い市区において専用システムを導入し
ている割合が高かった。専用システム導入状況
は一様ではないものの，回答のあった市区町村
のうち，98％は電子媒体で交付情報等を管理し，
96％は動態情報と照合していることが明らかと
なった。専用システムの導入は，2005年頃から
増えはじめ，2010年から急増していた。従来，
情報の照合は手作業によっていたが，最近10年
における専用システム導入率の上昇に伴って，
照合実施率と精度が向上したと推察される。
　他の制度とのデータ連携については，自立支
援給付の支給決定／給付内容，障害支援区分認
定内容，地域生活支援事業の支給決定／給付内
容，福祉医療等など障害福祉分野に係るものが
多く挙げられた。
　また 3障害を比較したところ，手帳制度の導
入時期や根拠規定は異なるものの，管理方法や
専用システム導入率に大きな差はなかった。精
神障害者保健福祉手帳については，有効期間が
2年間であり，その都度交付台帳が更新される

ので発行数と所持者数は身体・療育ほど大きく
乖離しないと考えられるが，今後地域を限定し
た実証的な検討が必要である。

（ 2）　課題
　より正確な手帳所持者数を得るために検討す
べき課題について，自由記述の回答を踏まえて
示す。
1）　障害者手帳発行者のうち，指定都市や中
核市は，交付台帳と動態情報を両方管理し
ているために照合が可能であるが，都道府
県は市区町村に確認する必要がある。都道
府県から市区町村に対し，交付に係る情報
が紙媒体で送付されているところでは，情
報共有が困難である。
2）　手帳所持者が死亡した場合，例え住民基
本台帳で死亡を確認できたとしても，原則
的には返還届の提出がなければ手帳交付台
帳から削除することはできないことになっ
ており，届出がされない場合の対応方法を
定めることも必要である。
3）　相当以前に手帳を取得した者については，
市区町村においても死亡・転出が確認でき
ない。
4）　手帳所持者が都道府県をまたいで転出し
た場合，転入自治体で手続きを行ったかど
うか判断ができないことがある。転入自治
体で未手続きの場合，システムへの反映は
困難である。
5）　住民基本台帳上の住所変更と一致しない
例として「一定の施設等の入所・入居者に
ついては，入所等する前に居住地を有して
いた市町村を支給決定等及び給付の実施主
体とする」という居住地特例がある。この
場合，住民基本台帳上の住所変更があって
も，手帳交付情報の住所変更は行わない
（ただし身体障害者手帳および療育手帳の
み）。

　以上，現況と課題を整理した。検討すべき課
題はいくつかあるが，市区町村においては可能
な限り動態情報を反映しており，ほぼ正確な手
帳所持者数を捕捉していることが明らかとなっ
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た。従来，手帳所持者のうち在宅障害児・者等
については， 5年ごとに実施される「生活のし
づらさなどに関する調査」（全国在宅障害児・
者等実態調査）に基づいて推計されてきた。当
該調査は，在宅の障害児・者等の生活実態と
ニーズを把握することを目的としているものの，
事実上所持者数の推計に注力している部分が多
い。今後動態情報の反映された手帳交付情報を
集計することが可能になれば，本来の目的であ
る「生活実態とニーズの把握」に，より重きを
置けるようになるのではなかろうか。

Ⅴ　結　　　語

　本研究では，市区町村を対象に調査した。回
答した市区町村の 9割以上において交付情報と
動態情報を照合していることから，管理運用上
の課題を解決することにより，正確な所持者数
の捕捉が可能であることが示唆された。一方で，
都道府県においては，返還届が進達されない限
り，障害者手帳交付台帳に動態情報を反映する
ことが制度上困難である。また地方によっては，
市町へ手帳交付事務・権限の移譲を行っている
県5），マイナンバー制度における副本登録に伴
いデータクレンジングを行った県6）などがある
ことから，全国的には都道府県と市区町村との
情報共有方法も一様でないことが推察され，都
道府県における交付台帳の管理運用に関する調
査も今後必要と考えられる。
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